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1. は じ め に

なぜ企業は多国籍化するのかという問いは，

多国籍企業研究の大きなテーマの一つである。

こうした問いの解を，市場の不完全性に求めた

のが内部化理論（internalization theory）で

あった。この市場の不完全性は，市場取引に内

在するものと，政府の規制など外生的なものに

分けられるが，これらの不完全性は，取引を組

織内に内部化することで回避することが可能と

なる。

例えば，知識を市場で取引する場合には，そ

の知識が外部に消散するというリスクが生じる

ことになる。こうしたリスクが発生するのは，ラ

イセンシング制度が未成熟なためである（Rug-

man,1981）。一方で，知識の取引を組織内部で

行えば，こうした外部への消散リスクを回避す

ることが可能となる。これは，組織内では，知

識の消散を監視，統制することが容易となるか

らである。

そもそも財・要素市場が完全であれば，そこ

で行われる取引にそれ以上の改善の余地はな

い。しかしながら，市場でこうした条件が成立

するとは限らない。そこで，多国籍企業という

形態での海外進出が次善の策として用いられる

ことになる。このように，市場が不完全である

という点に，企業が多国籍化する最大の理由を

求めたのが内部化理論のポイントであった

（Buckley and Casson,1976;Rugman,1981)。

これに対して，多国籍企業が形成されるのは，

市場とは異なる組織に特徴的なメカニズムをも

つためであるとする考え方も存在する。例えば，

Kogut and Zander（1993）は，多国籍企業が形

成されるのは，知識移転を容易にする組織特有

のメカニズムのためであると述べている。また，

この根拠になっているのが，知識が暗黙的性質

をもつ場合には，その知識の移転は，市場より

も組織内部で行われる傾向にあるという点で

あった。

知識が暗黙的性質をもつ場合，それを国際的

に移転することは容易ではない。一方で，組織

では，こうした移転困難な性質をもつ知識の移

転が可能となる。このように，市場で実現困難

なことが組織では可能となるという点に，多国

籍企業が形成される理由を求めたのが，内部化

理論と異なるもう一つの視点のポイントであ

る。ちなみに，Kogut and Zanderは，このよ

うな独自のメカニズムをもつ組織を，社会的共

同体（social community）と呼んでいる。

後者の視点は，市場に対する組織の優位性

（organizational advantage）に関する研究の一

つと位置づけることができるものである。ここ

では，組織は市場の代替物としてはとらえられ

ていない。組織が形成されるのは，市場の否定

的な側面を避けるためではなく，肯定的な側面

が創造可能となるためである（Conner,1991）。

このように考えるのが，組織の優位性に関する

研究の基本的な視角である。

Kogut and Zanderの主張するように，多国

籍企業が形成されるのは，知識移転を容易にす

る組織独自のメカニズムのためであるとするな

らば，その市場とは異なるメカニズムとはどの

ようなものであるのかという点を明らかにする

ことが必要になってくる。

組織のメカニズムは，ヒエラルキー的コント

ロール（hierarchical control），価格コントロー
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ル（price control），社会化（socialization）の

三つに大別される（Eisenhardt,1985;Hen-

nart,1993）。組織は市場よりも，知識移転を容

易に行うことが可能であるとするならば，それ

を可能としているカギの一つは，ここで取り上

げる三つのメカニズムのどれか，あるいはその

組み合わせの中にあるということになるであろ

う。

本稿では，暗黙知を国際的に移転する際に，こ

れらのメカニズムのどれが最も重要な役割を果

していると考えられるのかという点を，理論的

に検討していく。その中で，社会化というメカ

ニズムが，暗黙知の国際移転に重要な役割を果

している可能性のあることを指摘していく。こ

のような理論的な考察を行うのは，こうした問

題に関する実証研究を行うためには，一定の分

析視角が必要になると考えるからである。本稿

は，こうした問題に関する分析視角を提供する，

組織メカニズムに関する予備的考察と位置づけ

られるものである。

ここでは，まず移転される知識を，マニュア

ル型知識と非マニュアル型知識に区別した上

で，知識移転の障害要因について整理していく。

また，ヒエラルキー的コントロール，価格コン

トロール，社会化という組織の三つのメカニズ

ムの定義とその特徴について確認していく。そ

の上で，移転の障害を克服するために必要とな

る条件と，それぞれのメカニズムのもつ特徴と

の適合関係について検討しながら，なぜ知識の

国際移転に社会化が有効と考えられるのかとい

う点について述べていくことにする。

2. 知識移転の障害要因

2.1 マニュアル型知識と非マニュアル型知

識

多国籍企業の形成と知識の移転を関連づける

議論の前提となっているのが，知識の移転は容

易ではなく様々な障害が伴うという点である。

この知識移転の障害要因は，知識そのものの特

性によるものと，それ以外のものに分けること

ができる（von Hippel,1994;椙山，2001）。こ

のうち，知識の特性による移転の障害とは，主

として知識の暗黙性に関連する移転の障害を指

すものである。知識は，暗黙的性質が高いほど，

その移転は困難となる。この知識の暗黙性は，

コード化可能性（codifiability），教育可能性

（teachability），複雑性（complexity），因果関

係曖昧性（causal ambiguity） などの形で指標

化されてきている（Kogut and Zander,1993;

Szulanski,1996;Lord and Ranft,2000）。

また，知識の特性以外の障害要因として重要

性が高いことが指摘されているのが，知識の送

り手（source）の信頼性の問題，知識の受入側

（recipient）の吸収能力の欠如，知識の送り手と

受入側の関係性に内在する問題（Szulanski,

1996），認知的要因，政治的要因，制度的要因な

どである（浅川，1999a,1999b）。

このように知識の特性は知識移転の障害要因

の一つとして位置づけられてきているが，本稿

では，この知識をマニュアル型知識と非マニュ

アル型知識に区別しながら，知識移転の障害に

ついて考えていく。このうち，マニュアル型知

識とは，すでに組織の特定の部門で利用されて

いる知識であり，明示化も進められている知識

を指すものである。本国のマザー工場で作成さ

れる標準作業が，このタイプの知識の典型例で

ある。これに対して非マニュアル型知識とは，問

題解決の過程で生み出される，いわば創出型の

知識を指すものである。以下で，詳しく説明し

たい。

知識の移転によって，受入側は，それまでで

きなかった「何か」ができるようになる。知識

移転とは，こうした受入側の能力を向上させる

プロセスとして理解することができるだろう。

この「何か」の一つには，教えられた知識を，

そのまま実行できるようになるということが含

まれる。製造プロセスの移転を例にとるならば，

ある作業方法についての知識が伝えられること

によって，受入側はまずその作業を教えられた
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とおりに実行することができるようになる。通

常，こうした製造プロセスの基本となるスタイ

ルは標準化されており，標準作業と呼ばれてい

る。このような明示化されている知識を，本稿

ではマニュアル型知識と呼ぶことにする。

但し，移転によって受入側ができるようにな

る「何か」とは，こうした教えられたことをそ

のまま実行するということだけではないであろ

う。知的熟練に関する理論（小池・猪木，1987;

小池，2005）が教えるとおり，製造プロセスに

おいては，日々様々な変化や問題が生じている。

従って，製造プロセスを移転するためには，日々

生じる変化や問題に対応する能力を受入側が習

得することが必要となる。

こうした変化や問題に対応するためには，標

準作業をそのまま実行する能力があるだけでは

十分ではない。これは，そもそもここでいう変

化や問題とは，標準化されない例外事項の発生

を意味するものだからである。例外事項に対処

するためには，変化や問題にいかに対応したら

よいのかを，自らの力で発見していくことが必

要となる。こうした発見を行うためには，教え

られたことをそのまま行う能力以上の能力が求

められることになる。こうした能力は，知識移

転によって習得可能となるもう一つの「何か」と

して位置づけられるものであろう。

ここで注目したいのは，こうした過程で発見

される対処方法は，その中で生み出される新た

な知識として扱う必要があるのではないかとい

う点である。この例外事項とは，極めて多様な

形で現れる。従って，過去に生じた例外事項の

対処方法が，他のケースでの処理に利用可能と

は限らない。そこでは，過去の事例を参考にし

ながらも，どの事例を参考にできるのかを判断

し，それを応用しながら，最適な解決策を見つ

け出していくことが必要となる。こうした過程

で発見される解決策は，過去に蓄積された知識

とは異なる，新たに発見される知識として扱う

ことが適当なのではないだろうか。

もちろん，こうした例外事項に対処する必要

性は，本国でも生じている。従って，こうした

非マニュアル型の知識は，本国でも生み出され

蓄積されていると考えられる。その知識が，受

入国の例外事項の処理に，そのまま応用できる

のであれば，現地で新たな解決策を見つけ出す

ことは必要とならず，それをそのまま移転すれ

ばよいということになる。しかしながら，上記

のように例外事項とは，多種多様な形で現れる。

そうだとすると，現地で生じた例外事項に対処

するためには，どうしても現地での新たな解決

策，つまり知識の発見が必要となってくる。

このように考えると，知識の移転とは，すで

に本国にある知識が単に移転されるプロセスと

してだけではなく，新たな知識が現地で発見さ

れるプロセスを含むものとして理解することが

必要だということになるのではないか。ここで

は，こうした例外事項に対処する中で生み出さ

れ，その時点で顕在化すると考えられる創出型

の知識を，非マニュアル型知識と呼ぶことにす

る（図1）。

また，知識の移転をこのように考えると，上

記の二つのタイプの知識の移転とは，次のよう

な状態を意味するものということになる。マ

ニュアル型知識の移転とは，標準化された知識

を，受入側が教えられたとおりに実行すること

ができるようになる状態を指すものとなる。こ

れに対して，非マニュアル型知識の移転とは，例

外事項を処理する中で，新たな解決策，つまり

知識が現地で生み出され，それによって満足で

きる成果が達成される状態を意味するものとい

うことなる。

このように定義される非マニュアル型知識の

移転は，容易ではないことが予想される。この

理由の一つは，この知識そのものの性質に起因

している。すでに述べたように，非マニュアル

型知識とは，例外事項に対処する中で発見され

る創出型の知識を指すものである。ということ

は，このタイプの知識をあらかじめ明示化して

おくことは，本質的に不可能であるということ

になる。明示化が困難な暗黙性の高い知識は，移
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転することが困難である（Winter,1987;

Szulanski,1996）。

また，非マニュアル型知識の移転が困難であ

ると考えられるもう一つの理由は，知識特性以

外の障害要因と関連している。知識を移転する

際には，知識の受入側の吸収能力の欠如が，障

害要因の一つであることが指摘されてきている

（Szulanski,1996,2000）。この吸収能力の欠如

による問題を，マニュアル型知識と非マニュア

ル型知識という区分に即して考えれば，受入側

の吸収能力の問題は，二つのレベルに分けて考

えることが必要ということになるであろう。

上記のように，マニュアル型知識の移転とは，

標準化された知識を，受入側が教えられたとお

りに実行することができるようになる状態を指

すものである。従って，このケースで受入側に

必要とされる能力とは，教えられたことをその

まま実行する能力ということになる。これに対

して，非マニュアル型知識の移転とは，例外事

項を処理する中で，新たな知識が現地で生み出

され，それによって満足できる成果が達成され

る状態を意味するものである。よって，ここで

必要となる受入側の能力とは，問題解決に取り

組む中で，新たな解決策，つまり知識を発見す

る能力ということになる。当然のことながら，前

者よりも後者のケースで高い能力が必要という

ことになる。

また，このような非マニュアル型知識の移転

に必要となる能力とは，単に知識を吸収するだ

けの能力とはいえない。従って，以下では，非

マニュアル型知識の移転に必要となる能力につ

いては，吸収能力（absorptive capacity）とい

う用語ではなく，単に能力（capacity）という用

語を用いることにする。

このように，非マニュアル型知識の移転のた

めには，受入側により高い能力が求められるこ

とになるという点は，非マニュアル型知識の移

転を困難にするもう一つの要因であると考える

ことができるだろう。知的熟練に関する理論に

おいても，変化や問題に対応する技能を習得す

るためには，長期のキャリアの中での実践経験

が不可欠であることが指摘されてきている（小

池，1997;小池・猪木，1987;小池，2005）。

2.2 知識移転の各段階と障害要因

また，すでに述べたように，知識移転の障害

となる要因には，こうした知識の特性と受入側

の能力以外の問題も含まれている。その中でも，

図1 マニュアル型知識と非マニュアル型知識の移転
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重要性が高いと考えられるのが，知識の送り手

の信頼性の問題である。この送り手の信頼性の

問題とは，知識を移転する能力，知識を受入側

の必要性に適合させる能力，移転を行うための

体制や資源などについて，知識の受入側が送り

手を信頼できると認知していないケースで生ず

る移転の障害を指すものである。

受入側が送り手を信頼しているケースでは，

受入側は，提供された知識に対してよりオープ

ンで受容的となり，そのことで交換される情報

量は増加し（Tsai and Ghoshal,1998），その交

換のコストも低下する（Curall and Judge,

1995;Zaheer et al.,1998）。これに対して，知

識の受入側が，上記の点で送り手を信頼してい

ないケースでは，移転される知識に対して受容

的となることはできず，結果として移転をス

ムーズに行うことは困難となる（Szulanski,

1996）。

これらの知識移転の障害要因に関する研究

は，知識移転に関する考察の重要なポイントの

一つであるが，こうした考察で考慮されている

もう一つのポイントは，これらの移転の障害要

因が，知識移転の異なる段階で問題となるとい

う点である。

知識の移転は，開始（initiation），実行（imple-

mentation），立ち上げ（ramp-up），統合（inte-

gration）という段階に区分される（Szulanski,

1996）。移転の開始段階とは，知識移転の決定に

至るまでの情報収集や移転の実行可能性が探求

される段階を，実行段階とは，移転の決定後，移

転が実際に始められる段階を指している。これ

に続く，立ち上げ段階とは，受入側が移転され

た知識の利用を開始する段階を，統合段階とは，

受入側が満足できる結果を達成する段階を示す

ものである。

Szulanski（2000,2003）によれば，上記の移

転の障害要因のうち，知識の送り手の信頼性の

問題は，開始・実行・立ち上げという開始以降

の三つの段階での障害要因であり，受入側の吸

収能力の欠如は，実行以降の三つの段階での障

害要因となっている。また，因果関係曖昧性，つ

まり知識の暗黙性に起因する要因は，知識移転

のすべての段階での障害要因となっていること

も明らかにされている。これらの三つの要因は，

Szulanskiの取り上げる障害要因の中でも，問

題となる段階の数という点で，他の障害要因と

比較した際，その存在が際立っている。

知識を移転するためには，移転のそれぞれの

段階で，これまで述べてきたような障害要因を

取り除いていかなければならない。言い換えれ

ば，これらの障害要因を何らかの方法で克服し，

海外への知識移転を進めない限り，多国籍企業

は海外での事業活動を円滑に行っていくことは

できないということになる。

一方で，海外生産が進展し，そこで製造され

る製品の品質や納期の正確さなどは本国と同等

水準に近づいてきている。また，本国にマザー

工場としての機能は残しつつも，量産拠点を海

外の工場にシフトし，そこを輸出拠点としてい

る事例もみられるようになってきている。これ

らの実態を考慮するならば，現実の多国籍企業

は，何らかの方法で，これまで述べてきた移転

の障害要因のいくつかを克服しつつあると考え

ることができるのではないだろうか。また，そ

のことは，組織の何らかのメカニズムが，知識

移転の障害の克服を可能にしていることを示す

ものともいえるのではないか。

組織で用いられているメカニズムは，ヒエラ

ルキー的コントロール，価格コントロール，社

会化の三つに大別される。上記のように，もし

組織は，すでに述べた移転の障害を克服するこ

とが可能であり，また，現実に移転の障害要因

が何らかの方法で克服されてきているとするな

らば，その克服を可能としているメカニズムの

カギの一つは，ここで取り上げる三つのメカニ

ズムのどれか，あるいはその組み合わせの中に

あるということになるであろう。以下では，移

転の障害を克服するために必要となる条件と，

これらの三つのメカニズムの適合関係を考察す

るために，各メカニズムの定義とその特徴につ

― ―37

金綱基志:暗黙知の企業内国際移転と社会化の役割



いて確認しておくことにする。

3. 組織メカニズムの知識移転における有効

性

3.1 組織における三つのメカニズム

ヒエラルキー的コントロールとは，権限に基

づく命令あるいは指示により，個人の行動を直

接的に統制するメカニズムである。このため，こ

のコントロールは，タスクの内容が明示化され

ていること，個人の行動が命令や指示に従った

ものとなっているかどうかの監視，行動が命令

や指示に従ったものとなっていない場合の制裁

を必要とすることになる。

このように，個人の行動が，上司の命令や指

示に基づいて行われるということは，行動の決

定権は上司にあり，個人は自らの行動の決定権

をもたないということを示すものである。この

コントロールの下では，自らの考えに基づいて

行動することではなく，その行動が命令や指示

に従ったものとなっているかどうかによって報

酬が支払われることになる。従って，このコン

トロールを利用するためには，命令を行う上司

が，部下よりも情報優位にあることも条件とな

る。

これに対して，価格コントロールとは，個人

が達成した成果と報酬を結びつけることによっ

て，個人の行動を間接的にコントロールするメ

カニズムである。この価格コントロールは，命

令や指示によって個人の行動を直接的に統制す

るものではない。従って，タスクの内容が明示

化されている必要性は低く，監視の必要性も低

い。また，このメカニズムが，直接的な個人の

行動制約ではないということは，個人は自らの

行動の決定権を保持しており，自らの考えに基

づいて行動する自由が与えられているというこ

とを意味するものである。よって，部下が上司

よりも，情報優位にあるケースで用いることが

望ましいメカニズムということにもなる。

但し，個人に行動の自由が与えられていると

いっても，それは，組織の目的に合致するよう

に方向づけられなければならない。価格コント

ロールでは，この個人の方向づけが，上記の成

果と報酬を結びつけることによって行われる。

このコントロールでは，報酬は成果に応じて支

払われるため，個人の行動は成果を最大化する

ように方向づけられ，また，そのための自発的

努力が引き出されることになる。このように，成

果を価格づけした上で報酬にリンクさせるとい

う点からいえば，価格コントロールは，組織に

市場の要素を導入したものともいえる（Oster-

loh and Frey,2000）。

これらの二つのメカニズムに対して，社会化

は，最も定義することが難しいメカニズムであ

る。社会化とは，多くの学問分野で用いられて

いる概念であり，その定義は学問分野ごと，あ

るいは研究者ごとにも異なっている（高橋，

1993)。

ここでは，この社会化を，組織におけるコン

テクスト（organizational context）を形成する

ことによって，個人の行動をコントロールする

メカニズムと定義づけていく。組織内の個人の

行動は，上司の命令・指示や，成果と報酬をリ

ンクさせることによってコントロールされてい

るだけではない。個人の行動は，ある組織と他

の組織を区別する組織特有のコンテクストに

よっても影響を受けている。Ghoshal and Bart-

lett（1994,1997）は，こうした組織のコンテク

ストの変化が，個人のイニシアティブ，協働，学

習に対する自発性，コミットメントなどの組織

目的と合致した行動を生み出すことになると主

張している。これらの行動は，命令や指示によっ

て生まれているものでも，成果と報酬をリンク

させることで生まれているものでもない。こう

したメカニズムは，ヒエラルキー的コントロー

ルや価格コントロールとは異なるメカニズムと

して位置づけていくことが必要なものであろ

う。本稿では，このような，ある組織と他の組

織を区別する組織特有のコンテクストを形成す

ることによって個人の行動をコントロールする
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メカニズムを，社会化によるコントロールと考

えていく。

この社会化と価格コントロールは，個人の行

動が直接的にコントロールされるのではない点

で共通している。従って，社会化も価格コント

ロールと同様に，タスクの内容が明示化されて

いる必要性は低く，監視の必要性も低い。また，

部下が上司よりも，情報優位にあるケースで用

いることが望ましいメカニズムという点でも両

者は共通している。

社会化と価格コントロールの相違とは，上記

のように，直接的にコントロールされない個人

の行動をいかに方向づけるのかという，その方

法の相違である。この相違は，知識移転に関連

させてみた場合に，それぞれに異なるタイプの

個人の行動を導くことになると考えられる。こ

の点については，移転の障害を克服するために

必要となる条件と，価格コントロール，及び社

会化という二つのメカニズムの適合関係を考え

る際に説明していく。

このように，ヒエラルキー的コントロール，価

格コントロール，社会化の三つのメカニズムは，

異なる方法で組織内の個人の行動をコントロー

ルしている（図2）。この点が，組織の三つのメ

カニズムの特徴に関して，確認しておくべきポ

イントの一つである。

また，価格コントロールと社会化というメカ

ニズムの相違についていえば，それは組織と個

人との間の交換関係における公平性の条件の相

違ともなってあらわれる（Ouchi,1980,1981）。

この点が，組織のメカニズムの特徴に関して，確

認しておくべきポイントのもう一つの点であ

る。すでに述べたように，価格コントロールで

は，成果と報酬をリンクさせることで，個人の

行動をコントロールしている。このことは，個

人と組織との間に，公平な交換関係を成立させ

ることが必要であるということを意味するもの

である 。価格コントロールにおいて，成果を正

確に計測し，価格づけすることが必要なのは，こ

うした公平性の条件のためである。このため，こ

のコントロールを，成果の計測と価格づけが困

難な場合に利用すると，好ましくない副作用が

もたらされる可能性が生じることになる（Hen-

nart,1993）。

これに対して，社会化では，組織におけるコ

ンテクストを形成することで，個人の行動が方

向づけられる。従って，ここでは，成果と報酬

をリンクさせながら，組織と個人との間に公平

な交換関係を成立させることは必ずしも必要と

はならない。社会化された個人は，成果に応じ

た報酬が支払われるかどうかという基準とは別

の基準で行動するようになる 。従って，ここで

は成果を正確に計測する必要性は低いというこ

とになる（図3）。

すでに述べたように，知識移転の障害要因に

ついては，その中でも存在が際立っていたのが，

因果関係曖昧性，つまり知識の暗黙性に起因す

る要因，知識の送り手の信頼性の問題，及び知

識の受入側の能力の欠如に伴う問題であった。

以下では，これらの障害要因の中でも，特に知

図2 個人の行動の方向づけ
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識の暗黙性に起因する要因と受入側の能力の欠

如に伴う問題に焦点をあてながら，移転の障害

を克服するために必要と考えられる条件と，上

記の三つのメカニズムのもつ特徴との適合関係

について検討していく。ここで，特にこの二つ

の障害要因に注目するのは，ここで扱う三つの

メカニズムとの適合関係が，最も分かりやすく

考察できると判断したためである 。

3.2 ヒエラルキー的コントロールの知識移

転における有効性

まず，上記の二つの障害要因を克服するため

に，ヒエラルキー的コントロールが有効性をも

ち得るかどうかという点について考えてみる。

すでに述べたように，移転の主要な障害の一つ

は，知識の暗黙性に起因する要因である。こう

した暗黙性の高い知識，特に本稿で扱う非マ

ニュアル型知識を移転するために，ヒエラル

キー的コントロールは有効であると考えられる

だろうか。

ここでの非マニュアル型知識とは，例外事項

に対処する中で発見される解決策，つまりその

対処過程で発見される創出型の知識を指すもの

であった。また，この非マニュアル型知識の移

転とは，例外事項を処理する中で，新たな解決

策，つまり知識が現地で生み出され，それによっ

て満足できる成果が達成される状態を意味する

ものであった。

こうした非マニュアル型知識の移転におけ

る，ヒエラルキー的コントロールの有効性をみ

るために，ここでは，この移転をさらに二つの

ケースに分けて考えていく。一つのケースは，現

地で例外事項が生じたときに，派遣された知識

の送り手が現地で解決策を発見し，それを受入

側に伝えることで，例外事項に対処するという

ケースである（図4）。例えば，日本の多国籍企

業において，現地に派遣された日本人マネ

ジャーや技術者が解決策を発見し，それをロー

カルに伝えることで，問題を解決するという

ケースである。

この場合にも，現地で解決策，つまり新たな

知識が発見されている。また，例外事項の処理

の主体が現地に派遣された送り手であったとし

ても，問題を適切に処理することで，現地での

事業活動自体は円滑に行えることになる。よっ

て，本稿では，こうした状態も，非マニュアル

型知識の移転ととらえ，これを狭義の非マニュ

アル型知識の移転と位置づけていく。但し，こ

の状態は，現地に派遣された送り手レベルまで

の非マニュアル型知識の移転を示すものであ

り，受入側にこの型の知識が移転されたことに

はならない。

もう一つのケースは，現地で例外事項が生じ

たときに，現地の受入側が解決策を発見し，そ

図3 組織における3つのメカニズム
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れによって例外事項を処理するというケースで

ある（図5）。例えば，日本の多国籍企業であれ

ば，現地に派遣された日本人マネジャーや技術

者が解決策を発見するのではなく，それをロー

カル自身が行い，問題を解決するという場合が

このケースに相当する。このケースで現地に派

遣された送り手が果す役割は，受入側のサポー

トにとどまることになる。ここでは，こうした

ケースを広義の非マニュアル型知識の移転とと

らえていく。

前者のケースでは，ヒエラルキー的コント

ロールは，ある程度有効であると考えられるだ

ろう。図4に示すように，このケースでは，送

り手が例外事項の対処方法を発見した時点で，

非マニュアル型知識は顕在化している。このよ

うに，すでに顕在化している知識であれば，そ

れを何らかの方法によって受入側に指示・命令

することで，問題を解決させることは可能にな

るといえるだろう 。

後者のケースでは，どうだろうか。このケー

スで解決策を発見するのは，受入側自身である。

このケースでは，例外事項が発生した時点で，現

地にいる知識の送り手が解決策を発見している

とは限らない 。このように発見され，顕在化し

ていなければ，それを指示・命令することもで

きない。図5に示すように，このケースで，知

識が顕在化するのは，受入側が解決策を発見し

た時点である。また，仮に，例外事項が発生し

た直後に，送り手が解決策を見つけ出していた

としても，それをそのまま伝えてしまったら，そ

れはそもそも広義の非マニュアル型知識の移転

ではなく，狭義の非マニュアル型知識の移転と

いうことになってしまう。ということは，広義

の非マニュアル型知識の移転のために，ヒエラ

ルキー的コントロールを用いることは，この知

識の特性からみて本質的に困難ということにな

る。

また，もう一つの移転の主たる障害要因であ

る，受入側の能力からみた場合はどうだろうか。

上記のように，狭義の非マニュアル型知識の移

転のケースでは，すでに送り手によって発見さ

れた解決策が受入側に伝えられることで，例外

事項が処理される。従って，このケースで必要

とされる受入側の能力とは，伝えられたことを

そのまま実行する能力ということになる。こう

した意味では，ここで必要となる受入側の能力

は，マニュアル型知識の移転のケースと同様の

ものということになる。このケースでは，現地

に派遣された送り手が，解決策を発見する能力

をもっていればよい。

これに対して，広義の非マニュアル型知識の

移転のケースでは，受入側自身に，自らの力で

新たな解決策，つまり知識を発見するための能

力が必要となってくる。広義の非マニュアル型

知識の移転に，ヒエラルキー的コントロールが

有効であるかどうかは，それがこうした意味で

の受入側の能力育成に有効であるかどうかとい

う点から考える必要がある。

図4 狭義の非マニュアル型知識の移転
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すでに見たように，ヒエラルキー的コント

ロールの下では，個人は命令や指示に従って行

動することが求められ，それを基準に報酬が支

払われることになる。このような状態の下では，

個人は，あえて命令や指示を超えるようなこと

をしようとはしないだろうし，従って，それを

越える能力を習得しようともしないのではない

か。

さらに，このコントロールには，個人の行動

が命令や指示に従ったものとなっているかどう

かの監視や，そうなっていない場合の制裁が

伴っている。このような，行動への監視や圧力，

自由や自律性の欠如するコントロール的管理ス

タイルの下では，個人の創造性は低下してしま

う（Amabile,1988;Amabile et al.,1996;

Oldham and Cummings,1996）という点も考慮

しなければならない。

このような点からみると，行動の直接的統制

と監視などによって特徴づけられるヒエラル

キー的コントロールの下で，上記の移転の障害

を克服することは困難といえるのではないか。

では，組織で利用されるもう一つのメカニズム

である価格コントロールに関してはどうであろ

うか。以下では，この点について考えてみる。

3.3 価格コントロールの知識移転における

有効性

すでに述べたように，価格コントロールとは，

個人が達成した成果と報酬を結びつけることに

よって，個人の行動を間接的にコントロールす

るメカニズムである。このコントロールは，命

令や指示によって個人の行動を直接的に統制す

るものではない。従って，このコントロールを

利用する際に，タスクの内容が明示化されてい

る必要性は低い。

こうした点からいえば，広義の非マニュアル

型知識の移転に対して，価格コントロールは有

効性をもつといえるかもしれない。タスクの内

容の明示化がその利用の条件とはならないとい

う点は，広義の非マニュアル型知識の移転にお

けるそのメカニズムの有効性をみる際に，まず

考慮しなければならないポイントである。

但し，価格コントロールを，広義の非マニュ

アル型知識の移転に必要となる受入側の能力育

成という視点からみた場合には，その有効性に

は疑問符がつくことになるのではないだろう

か。それは，このメカニズムが，以下のような

知識の送り手と受入側の行動を導く可能性があ

ると考えるためである。

まず，価格コントロールが，知識の送り手の

行動に与える影響について考えてみる。何らか

の例外事項が発生した場合に，知識の受入側は，

その解決策を発見する能力を，はじめからもっ

ているわけではない。そのため，当初，例外事

項の処理は，現地に派遣された送り手が主体と

なって行われると考えられる（狭義の非マニュ

図5 広義の非マニュアル型知識の移転
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アル型知識の移転）。注意しておく必要があるの

は，すでに述べたように，こうした状態を継続

したとしても，現地での例外事項の処理自体は

可能となるという点である 。

但し，もし，こうした状態を継続していたと

したら，例外事項を処理する受入側の能力を，つ

まり広義の非マニュアル型知識の移転に必要と

なる能力を育成することはいつまでもできない

だろう。ここで必要となる能力を習得するため

には，例外事項の解決策を自ら発見し，それよっ

て満足できる結果を達成していく経験が不可欠

だと考えられるからである。この点に関しては，

知的熟練に関する理論においても，知的熟練の

形成のためには，OJTによる長期の経験が必要

であることが強調されている（小池・猪木，1987;

小池，1997;小池，2005）。周知のように，ここ

では，多くの持ち場を担当する幅広い経験や，問

題を処理する深い経験が，知的熟練の形成のた

めに不可欠であることが指摘されている。

そこで，受入側の能力を育成するために，知

識の送り手が受入側に例外事項の処理を任せた

場合を考えてみよう。そのようにした場合には，

例外事項の処理に遅れが生じたり，問題がより

深刻化する可能性が生じてくる。これは，その

時点で，受入側に十分な問題の処理能力がある

とは限らないためである。従って，例えば，品

質や納期という点から成果を評価し報酬とリン

クさせるならば，現地の送り手は，あえて問題

の処理を受入側に任せようとはせず，自分たち

で解決してしまうかもしれない。そうだとすれ

ば，受入側は，能力育成に必要な例外事項を処

理する経験を積むことができないということに

なる。

もう一つ考慮しなければならない問題は，こ

のメカニズムが受入側の行動に与える影響であ

る。例外事項の処理には，その解決策を見つけ

出して対処しなければならないが，そこで考え

出した解決策によって問題が処理できるかどう

かは不確定である。ここでは，自ら処理するこ

とで失敗し，評価が下がる可能性もある。よっ

て，受入側は，自らの考えに基づいて行動する

自由が与えられていたとしても，評価が下がる

リスクを冒すより，現地の送り手にその処理を

任せることを選択するかもしれない。そうだと

すれば，このケースでも，受入側は必要な経験

を積むことはできないということになる（図

6）。

このように，広義の非マニュアル型知識の移

転のために価格コントロールを利用する場合に

は，送り手と受入側双方にリスク回避的行動が

とられるようになり，そのため，ここで必要と

なる受入側の能力育成が困難になる危険が生ず

るかもしれない。そうだとすれば，成果と報酬

をリンクさせるこのメカニズムは，広義の非マ

ニュアル型知識の移転のためには不適切である

ことになる。

また，価格コントロールは内発的モチベー

ションを低下させることがあるため，暗黙知の

移転のためには適していないとする研究

（Osterloh and Frey,2000）や，金銭的報酬が，

興味あるタスクへのこうした内発的モチベー

ションを低下させるという研究もある（Deci,

Koestner and Ryan,1999)。

知的熟練に関する理論においても，業績給

（payment for results）は，知的熟練の形成に有

効ではないことが指摘されている（小池，1997）。

これは，熟練形成のためには，経験の幅を広げ

ることが不可欠であるが，その過程で出来高は

下がるかもしれず，結果的に，業績給の下では

経験の幅を広げることが難しくなるからであ

る。さらに，問題の解決策の発見に，多くのメ

ンバーが関与する場合には，それぞれの個人の

成果を計測して価格づけを行うことが難しいと

いう問題も生じてくるだろう。

これらの点を考慮すると，知識の移転に価格

コントロールが有効性をもち得るかどうかを判

断する際には，一定の留保が必要ということに

なるのではないか。但し，このメカニズムに，あ

る修正を付け加えることで，ここで問題となる

点がクリアできる可能性もある。その修正とは，
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評価基準を成果ベースではなく，能力ベースに

するということである 。

上記のように，成果と報酬をリンクさせる形

の価格コントロールには，広義の非マニュアル

型知識の移転に必要となる，受入側の能力育成

が困難になる危険が伴っている。一方で，評価

基準を能力ベースにした場合にはどうだろう

か。評価基準を能力ベースにするとは，送り手

は，受入側のサポート役としての能力で評価し，

受入側については例外事項の処理能力で評価す

るということである。

こうした場合には，受入側の能力向上に向け

た行動が，送り手と受入側双方にみられるよう

になるといえるかもしれない。この場合の送り

手による行動とは，例外事項の処理を自ら行わ

ず，それを受入側に任せ，自らはサポート役に

とどまることで，その能力向上を促すというよ

うな行動であり，受入側の行動とは，例外事項

の処理を送り手に依存せず，自らの力で解決し

ようとするような行動である。このように，価

格コントロールを利用する際に，その評価基準

を成果ベースから能力ベースに変更すること

で，上記のリスク回避的行動がもたらす問題を

避けることができるかもしれない。知的熟練に

関する理論において，熟練形成のためには，技

能給（pay-for-skill）が最も適切であると考え

られていることも，こうした点の参考にするこ

とができる（小池，1997）。

このように考えると，知識移転における価格

コントロールの有効性は，その利用方法によっ

て異なるものとなることになる。成果と報酬を

リンクさせるという「純粋型」の価格コントロー

ルには，リスク回避的行動を送り手と受入側双

方にもたらすことで，受入側の能力向上を阻害

するという危険が伴っている。それに対して，評

価基準を能力ベースにする形で利用するなら

ば，受入側の能力向上のための行動が，送り手

と受入側双方にみられるようになり，ここで問

題となる移転の障害を克服することが可能とな

るといえるのかもしれない。

図6 価格コントロールのマイナス効果
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3.4 社会化の知識移転における有効性

では，社会化についてはどうであろうか。価

格コントロールと社会化は，個人の行動を直接

的にコントロールするのではない点で共通して

いる。従って，それぞれのメカニズムを利用す

る際に，タスクの内容が明示化されている必要

性は低く，監視の必要性が低いという点も共通

している。

社会化と価格コントロールの相違は，すでに

述べたように，直接的にコントロールされない

個人の行動をいかに方向づけるのかという，そ

の方法の相違であった。価格コントロールでは，

個人の方向づけは，成果と報酬をリンクさせる

ことによって行われる。これに対して，社会化

では，組織特有のコンテクストを形成すること

で，個人の行動が方向づけられる。

この社会化の有効性を考える前に，ここで注

目する組織コンテクストとは何かという点を明

確にしておくことが必要であろう。上記のよう

に，社会化とは，多くの学問分野で用いられて

いる概念であり，その定義は学問分野ごと，あ

るいは研究者ごとにも異なっている。こうした

点は，多国籍企業研究の中においても同様であ

り，その呼び方自体も，文化的コントロール

（Jaeger,1983;Baliga and Jaeger,1984），規

範的統合（Noria and Ghoshal,1997），イン

フォーマル統合メカニズム（Hill,1998），統合

のソフト的側面（Evans,Lank and Farquhar,

1989）など多様である（表1）。

また，同じ社会化という用語を用いるケース

でも，それは研究者ごとに異なる扱われ方をし

ている。例えば，Martinez and Jarillo（1989）

は，この社会化を，部門横断的関係や非公式的

コミュニケーションと同列の，非公式で巧妙な

（subtle）メカニズムの一つとして位置づけてい

るし，Edstrom and Galbreith（1977）は，社

会化を実現する上での海外派遣者の役割に焦点

をあてている。

但し，社会化が，組織の規範・価値観・行動

様式の学習と内面化を伴うものであるという点

は，多くの研究で共通するところである。従っ

て，ここでは，こうした組織内の個人によって

共有された価値観や行動規範を，組織コンテク

ストの一つの側面と考え，これを組織コンテク

ストの価値認識の共有の次元と呼んでいくこと

にする。

価値観とは，何が重要で大切であるのかに関

して各人がもつ認識であり，行動規範とは，さ

まざまな状況でいかに行動すべきなのかについ

て各人がもつ目に見えない規則である（加護野，

1988）。社会化とは，こうした価値観や行動規範

に基づく行動を個人が身につけていく過程とも

いえる（Schein,1978）。よって，社会化された

個人は，共有された価値観や行動規範に基づい

て行動するということになる。社会化が，組織

に属する個人の行動を方向づけることが可能と

なるのは，このためである。社会化の過程で，も

し個人のこうした「態度変容」が起きなければ，

社会化が成功したとはみなされない（高橋，

1993）。

また，本稿では，組織内で形成される信頼関

係を，組織コンテクストのもう一つの側面と考

え，これを組織コンテクストの関係性の質の次

元と呼んでいく。組織内の個人間の関係性は，契

約に基づく公式的・非人格的な関係性から，信

頼・相互性・尊敬などによって特徴づけられる

関係性まで，さまざまなレベルのものがある。

この関係性が，契約に基づく関係性である場

合には，自分に有利な契約を結ぶための行動が

優先されたり，パートナーの機会主義的行動を

警戒するため情報共有が妨げられたりする危険

が生ずる。これに対して，この関係性が信頼に

基づく場合には，協力・協働に向けた行動や

（Ghoshal and Bartlett,1997），革新的行動が導

かれたり（Scott and Bruce,1994），あるいは，

特権的な情報の提供や（Schein,1968），アイデ

アや資源を共有するための行動（Tsai and Gho-

shal,1998;Nahapiet and Ghoshal,1998）な

どがみられるようになる。こうした信頼関係は，

価値観や行動規範とは異なる次元で，組織内の
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個人の行動に影響を与える要素として位置づけ

ることができるものではないか。よって，ここ

では，こうした信頼関係を，個人の行動の方向

づけを可能とする組織コンテクストのもう一つ

の要素として扱っていく。

このように考えた場合には，知識移転におけ

る社会化の有効性の確認は，その移転に際して

価値認識の共有と信頼関係という二つの次元が

どのような役割を果すのかという，その意義を

確認するということで達成できることになる。

ここでは，こうした共有された価値観・行動規

範や信頼関係が呼び起こすのではないかと予想

される，以下のような知識の送り手と受入側の

行動に注目したい。まず，共有された価値観や

行動規範が呼び起こす行動について考えてみ

る。

例えば，知識の送り手が，次のような価値観

や行動規範を内面化していたとしたらどうだろ

うか。つまり，多少の失敗をするリスクがあっ

たとしても，例外事項の処理に必要な，考える

行為や自主的な取り組みを評価するような価値

観，あるいは，問題が生じたときに，主体的に

取り組むべきだとするような行動規範である。

こうした価値観や行動規範が内面化されていた

としたら，知識の送り手は，例外事項が発生し

たときに，問題を自分で処理してしまうのでは

なく，受入側の能力育成のために，その処理を

受入側に任せ，そこで経験を積ませることを優

表1 多国籍企業の社会化に関する研究

Martinez and Jarillo
(1989)

非公式で巧妙なメカ
ニズム

① 横または部門横断的関係:異なる部門間のマネジャーの直接の
接触，一時的または継続的チーム，タスクフォース，委員会，統合
的職位，統合部門を通じた管理。② 非公式的コミュニケーション:
異なる部門間の非公式で個人的な接触，ミーティングや会議，経営
者の出張，個人的訪問，マネジャーの人事異動。③ 社会化:本社と
海外子会社のマネジャーの訓練，人事異動，キャリアパス・マネジ
メント，評価と報酬システムによる組織文化の構築，戦略的目標の
共通化。

Jaeger(1983)
Baliga and Jaeger
(1984)

文化的コントロール 組織文化に基づくコントロール。文化とは，組織メンバーによって
共有された価値や期待のパターン。

Bartlett and Ghoshal
(1989)

社会化（内面化） マネジャーたちの目標，重要課題，価値観の共有をつうじた調整。人
材教育に依存。
本社マネジャーの海外派遣は，集中化という調整プロセスだが，内
面化的要素を強くもつ。

Nohria and Ghoshal
(1997)

規範的統合 社会化メカニズムを通じて達成される。本社と海外子会社間のマネ
ジャーの異動，チーム，タスクフォース，委員会，定期的ミーティ
ングやマネジメント開発計画が，組織メンバーの共通の価値をもた
せることにつながる。

White and Poynter
(1990)

共有された意思決定
の前提

各国のマネジャーへの教育的プロセス。

Ouchi(1980) 社会化 個人間の目標の共有させ，機会主義的行動を抑制するメカニズム。

Edstrom and Galbraith(1977)
社会化 海外派遣によって実現される。海外派遣は，国籍・文化に対するオー

プンな態度，組織全体へのコミットメント，言葉のインフォメーショ
ン・ネットワークをつくりあげる。

Hill(1998) インフォーマル統合
メカニズム

① マネジメント・ネットワーク（マネジャーの非公式的接触・マ
ネジャーのローテーション）

② 組織文化の形成（マネジャーの教育プログラム・選抜・報酬プ
ログラム）

Evans,Lank and Farquhar(1989)
統合のソフト的側面 企業文化の創造，国際管理職育成
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先するようになると考えられないだろうか。

また，もし，こうした価値観や行動規範が，知

識の受入側に共有されていたとしたらどうであ

ろうか。問題に自ら取り組むことを重要と考え

る価値観や，それを目に見えないルールとする

行動規範が共有されているとするならば，受入

側は，例外事項の処理を送り手に頼るのではな

く，その処理に自ら向かうようになるかもしれ

ない。こうした行動が，送り手と受入側双方に

みられるようになるとすれば，結果的に，受入

側が自ら考えて例外事項を処理する機会は増え

るということになる。

もう一つの組織コンテクストの次元である信

頼関係についても，同様の効果が期待できるの

ではないか。上記のように，十分な能力をもた

ない受入側に例外事項の処理を任せることには

リスクが伴う。但し，こうした経験を積ませな

ければ，いつまでも必要な能力を受入側に習得

させることができない。ここで，両者の間に信

頼関係があるケースを考えてみる。

もし，知識の送り手が，それまでの仕事への

取り組み姿勢などから判断して受入側を信頼し

ている場合には，ある程度のリスクはあったと

しても，自らはサポート役に徹しながら，受入

側に経験を積ませることを優先するようになる

のではないだろうか。ここでの信頼とは，例え

ば，問題を途中で放り投げたりせず，最後まで

責任をもって取り組むというようなことに対す

る信頼である。

また，受入側が，送り手を信頼している場合

には，多少のリスクを冒したとしても，自らの

力で問題解決を行おうとするのではないか。こ

こでの信頼とは，例えば，問題解決を十分にす

ることができなくとも，必要なサポートが得ら

れたり，制裁を受けることがないというような

ことに対する信頼である。信頼関係があること

によって，このような行動が送り手と受入側双

方にみられるようになるとすれば，やはり，受

入側が自ら考えて例外事項を処理する機会は増

えることになる。さらに，信頼関係があること

で，コミュニケーションやアイデア・資源の共

有，あるいは協力的な行動が促進されることに

なる。これらの行動によっても，受入側の能力

育成が促進されるということができるかもしれ

ない。

これらの点は推測される一例に過ぎない。し

かしながら，もし，このように共有された価値

認識や信頼関係によって，受入側が問題解決を

行う機会が増えるとすれば，ここで必要となる

受入側の能力育成が促進されることになるので

はないか。そうだとするならば，暗黙知の国際

移転に，社会化というメカニズムが重要な役割

を果しているといえることになる。

冒頭で述べたように，多国籍企業が形成され

るのは，知識移転を容易にする組織独自のメカ

ニズムのためであるとする主張がある。こうし

た主張の立場に立つならば，その市場とは異な

るメカニズムとはどのようなものであるのかと

いう点を明らかにすることが必要になる。本稿

では，移転の障害要因を克服するための条件と

組織の各メカニズムの特徴との適合関係をみて

きた。ここでみた適合関係を考慮するならば，社

会化というメカニズムが，移転の障害を克服す

るために最も有効である可能性が高いといえる

ことになるのではないか。こうした点からみれ

ば，知識の企業内国際移転における社会化の意

義の確認という点を基本的な分析視角としなが

ら，知識の国際移転について考察していくこと

が，ここで提示した課題を考察していくために

有益となるように思われる。

4. 結 び

本稿では，移転される知識を，マニュアル型

知識と非マニュアル型知識に区別した上で，知

識移転の障害要因について整理を行った。また，

ヒエラルキー的コントロール，価格コントロー

ル，社会化という三つのメカニズムの定義とそ

の特徴について確認し，移転の障害を克服する

ために必要と考えられる条件と，それぞれのメ
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カニズムのもつ特徴との適合関係について検討

してきた。その結果，暗黙知の国際移転に，社

会化が重要な役割を果している可能性が高いと

考えられる点について述べてきた。

上記のように，社会化というメカニズムを

扱った多国籍企業研究は，数多く存在する。但

し，社会化が，知識の国際移転に有効であるの

かどうか，また，社会化が，なぜ知識を移転す

る上で有効であるのかといった点を分析した研

究は，わずかにしかないように思われる 。こう

した点からみても，知識の企業内国際移転にお

ける社会化の意義の確認という点を基本的な分

析視角としながら，研究を進めていくことの意

義は大きいといえるのではないだろうか。

註

1 内部化理論は，その後，知識移転にコストが

かかることを前提に，海外市場への参入方式

に関するモデルを発展させてきている

（Buckley and Casson,1998;Rugman and
 

Verbeke, 1992,2003;Martin and
 

Salomon,2003）。但し，ここでは，こうした

点については言及しない。ここで言及してい

る内部化理論は，1970年代から80年代にか

けてのBuckley and CassonやRugmanに

よる内部化理論である。

2 社会化とは，経営学のみならず，社会学，教

育学，発達心理学，文化人類学，政治学など

で用いられており，その定義も多様である

（高橋，1993）。高橋は，一般に「個人が自己

の属する集団ないしは，社会の規範・価値・

習慣的行動様式を学習し，内面化していく過

程」と定義されるものが社会化であるとして

いる。また，本稿で扱う社会化とは，組織に

おける社会化，つまり組織社会化（organ-

izational socialization）を意味するもので

ある。

3 ヒエラルキー的コントロールにおいても，公

平な交換関係が成立していることが必要で

ある（Ouchi,1980）。

4 組織社会化は，いくつかの結果変数の原因変

数として扱われている。結果変数の例として

は，職務満足，組織コミットメント，職務関

与（job involvement），モチベーションなど

があげられる（高橋，1993）。しかし，高橋に

よれば，組織社会化によって，本当にこれら

が生起されるのかどうかについて，明確な回

答を示す研究はいまだなされていない。

5 但し，このことは，他の障害要因の重要性を

否定するものではない。

6 この場合の指示や命令とは，口頭や文書によ

るものだけではなく，身振り手振りや，実際

にやってみせることを通じて，その内容を伝

えることを含むものとして考えていく。

7 このケースでは，もはや知識の送り手は，字

義通りの知識の「送り手」ではない。しかし，

ここでも，知識の送り手はサポート役とし

て，非マニュアル型知識の移転に重要な役割

を果すことになる。従って，こうしたケース

でも，知識の「送り手」という用語を用いて

いく。

8 もちろん，送り手中心の状態を継続するとし

たら，現地化が進まないという意味での問題

は生ずることになる。

9 内発的モチベーションをもった子供に報酬

を与えると，長期的には報酬を与えられたと

きにだけ勉強をするようになることなどが，

その例としてあげられる。

10 価格コントロールとは，成果と報酬をリンク

させるコントロール・メカニズムである。

従って，評価基準を成果ではなく能力とした

場合のものを価格コントロールと呼ぶこと

ができるのかという点は，議論の余地がある

であろう。

11 浅川（1999a）は，日欧製薬企業が，米国式プ

ラクティスを採用し，社内に普及，定着させ

る際の障害要因に対して，標準化，形式化，社

会化のいずれがその克服に適切なメカニズ

ムとなるのかを明らかにしている。
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